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５－２．卸売業・小売業販売額の対全国シェア

　大阪府の卸売業、小売業の年間販売額に占める全国シェアをみますと、両者とも低下
傾向が続いています。特に、卸売業は昭和 54 年には 17％を超えるシェアを有していた
ものの、平成 14 年には 13％を割り込んでいます。

５－１．商店数・従業者数・年間販売額

　大阪の商業（卸売業・小売業）について傾向を概観すると、商店数は昭和 57 年をピ
ークに減少傾向が続いています。従業者数及び年間販売額については、平成３年以降減
少傾向にあり、16 年においてはそれぞれ 98 万人、60 兆円となっています。

（注）平成11年商業統計調査は、全国のすべての事業所・企業を対象とした総務省所管の「事業所・企業統計
調査」との同時調査（調査票は両調査共通の簡易な様式）で実施、平成16年商業統計調査は、「事業所・
企業統計調査」「サービス業基本調査」との同時調査で実施しています。   

　　　また、平成11年調査、16年調査は簡易調査であり、販売額の商品分類を、現行の５桁分類から３桁分
類へと大括りなものにするとともに、販売額内訳の上位５分類についてのみ調査を行っているため、産業
格付け方法を変更しています。   
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セルフサービス（セルフ店）：
　売場面積の 50％以上でセルフサービス方式（値段の付けられた商品を客が自由に取り集め
一括して支払いを行なうもの）にしている小売商店。平成 14 年では、総合スーパー、専門ス
ーパー、コンビニエンスストア、ドラッグストア、その他のスーパーがセルフ店にあたる。

百貨店・総合スーパー、専門スーパー：
　「百貨店、総合スーパー」は、衣・食・住にわたる各種商品を小売し、そのいずれも小売販
売額の 10％以上 70％未満の範囲内にある事業所で、従業者が 50 人以上の事業所をいう。そ
のうちセルフ方式を採用しているものが総合スーパー、非セルフ方式のものが百貨店である。
専門スーパーは、衣・食・住関連商品のいずれかが 70％以上のものを指す。

コンビニエンスストア（コンビニ）：
　ここでは、セルフ方式で、飲食料品を取り扱っており、売場面積が 30 ㎡以上 250 ㎡未満で、
営業時間が 14 時間以上の小売商店を指す。

専門店・中心店：
 取扱商品のうち衣料品、食料品、住関連の扱いが 90％以上である商店をそれぞれの専門店、
50％以上である商店を中心店と呼ぶ。　

大規模小売店舗：
　平成 12 年施行の大規模小売店舗立地法での新しい定義によると、売場面積が 1,000 ㎡以上
の店舗。
　それ以前の数値は、500 ㎡以上の店舗によるものであり、時系列比較には注意を要する。

５－３．業態別小売業の店舗数・従業者数・年間販売額

　大阪府内の小売業を業態別にみると、商店数、従業者数、年間販売額いずれにおいて
も減少が続いています。とりわけ大型小売店の主力となる総合スーパー、百貨店の年間
販売額の減少が大きく、これまで堅調に販売額が増加してきた専門スーパーも、これま
でのような伸びはみられなくなっています。
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５－５．産業中分類別サービス業の事業所数・従業者数・事業収入額

　平成 16 年における大阪府内のサービス業は、事業所数 159,866 か所、事業収入額は
13 兆 7,147 億円で、いずれも東京都に次いで全国第２位となっています。産業中分類別
でみた事業所数、収入額ともに「サービス業（他に分類されないもの）」「飲食店、宿泊
業」が多くなっています。また、収入額の全国に占める割合では、「不動産業」の割合
が高くなっています。
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５－４．卸売業の商店数・従業者数・年間販売額

　大阪府内の卸売業についてみると、商店数、従業者数ともに平成３年以降は減少傾向
が続いています。平成 16 年では、商店数は 3.8 万店、従業者数は 45.2 万人、年間販売
額は 50.5 兆円となっています。
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５－７．物品賃貸業の事業所数・従業者数・年間売上高

　対事業所サービス業のうち、情報サービス業と並ぶ主要業種である物品賃貸業につい
てみると、平成 16 年の大阪府の事業所数は 283、年間売上高は 1兆円で、ともに東京
都に次いで全国第２位の規模を有しています。

　特定サービス産業実態調査とサービス業基本調査（前掲５－５を参照）とは、調査対象抽
出方法の違いなどから、事業所数などの結果が異なっています。特定サービス産業実態調査
で対象とする物品賃貸業事業所は以下のとおりです。

物品賃貸業
　日本標準産業分類での小分類 881 －各種物品賃貸業、882 －産業用機械器具賃貸業、883 －
事務用機械器具賃貸業に属する業務を営む事業所。

５－６．情報サービス業の事業所数・部門別従業者数

　対事業所サービス業のうち、情報サービス業についてみると、大阪府は事業所数で全国の
8.7％が集積し , 東京都に次いで第２位となっています。大阪府における業種別事業所数では
ソフトウェア業が全体の過半数を占めています。また、従業者数は、東京都、神奈川県に次
いで第３位となっています。

　特定サービス産業実態調査とサービス業基本調査（前頁５－５を参照）とは、調査対象抽
出方法の違いなどから、事業所数などの結果が異なっています。特定サービス産業実態調査
で対象とする情報サービス業事業所は以下のとおりです。

情報サービス業
　日本標準産業分類での小分類 391 －ソフトウェア業、392 －情報処理・提供サービス業に
属する業務を営む事業所。




